






















86 校のうち 55 校が類型①を、15 校が類型②を、16 校が類型③を選択した、と言
われる。佐和隆光［2016］、13 ページ。














































































































明治 30年に第 2番目の帝国大学が京都に設置され 7、大正 7年 12月公布
になる大学令まで、東北（明治 40）、九州（明治 43）、北海道（大正 7）
6	八木［1999］15 ページ。
7	京都帝国大学官制もダウンロード可能である。













































































































































































教育課程 第 19条から第 26条 教育課程第 6条







事務組織 第 41条・第 42条 第 4条、第 6条
雑則 第 43条から第 45条

































































































第 17 巻 —— 57
とは博士を意味する。学士は称号であって、学位ではない。博士の取得は、
大学でない場合授与権がないのだから、事実上帝国大学卒しか所持不可
能であった。また学長資格は、官制上は勅任官と規定されていたが、専
門学校には学長がいないのだから規定もない。授業時間数に関する規定
もない。ただし、時間割、出席簿、試験問題、成績表、などの整備が謳
われている。
　もちろんその後の世界全体での大学の変化、さらに現行憲法への転換
による制度上の変化も散見されるが、設置基準の原型であるとみなせる。
５．戦後への展望
　昭和 22年、現在の大学設置基準が登場する。これによって、本稿冒頭
に提示した問題「大学とは何か？」に対する統一的・一元的な基準が提
示されることとなる。すなわち、教育基本法、学校教育法による教育行
政の転換である。この時期大学は、終戦前の 46から 201に増加したと言
われる。新制大学の出立である。この転換がいかなる意味を持つのか？
それらについては、本稿の射程外の問題となる。
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